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Ⅰ章 伊方発電所の概要と評価の流れ
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伊方発電所の概要（所在地）

１号機 ２号機
３号機

所在地
愛媛県西宇和郡伊方町九町コチワキ

所在地
愛媛県西宇和郡伊方町九町コチワキ

四国の西北端から九州に向かって細長く伸びた佐田
岬半島の瀬戸内海側の付け根に位置する。
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伊方発電所の概要（施設諸元）

平成6年12月15日昭和57年3月19日昭和52年9月30日営業運転開始

同 左同 左

同 左

蒸気発生器取替工事
設置変更許可

初 臨 界

着 工

原子炉設置（変更）許可

加圧水型軽水炉(PWR)
(3ループ)

約10.8万時間約19.7万時間約21.9万時間累積発電時間 (平成21年3月末現在)

97,052×10３MWh110,579×10３MWh122,728×10３MWh累積発電電力量(平成21年3月末現在)

―平成12年5月30日平成8年7月10日

87.0％82.4％78.5％累積設備利用率(平成21年3月末現在)

冷却海水量

方 式

132°18′39″

33°29′27″

132°18′31″

33°29′26″

50万ボルト、2回線18万7千ボルト、4回線送電電圧 、回線数

890,000kW同 左566,000kW定格電気出力

制御棒クラスタ設置本数

集合体数（燃料仕様)

全ウラン装荷量

種 類

約65m3/秒同 左約38m3/秒

157体（17×17燃料）同 左121体（14×14燃料）

48体同 左33体

約74t同 左約49t

低濃縮二酸化ウラン

燃料

同 左同 左深層取水・水中放流復水器

冷却海水

132°18′31″東 経

北 緯
炉心位置

形 式

33°29′29″

昭和56年7月31日

昭和53年2月21日

昭和52年3月30日

同 左

２号機

昭和52年1月29日

昭和48年6月15日

昭和47年11月29日

加圧水型軽水炉(PWR)

(2ループ)

約1,650MW

１号機

平成6年2月23日

昭和61年11月1日

昭和61年5月26日

主要経緯

原子炉

約2,660MW原子炉熱出力

３号機
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1号機

2号機

3号機
敷地整地高さ：EL.+10.0m

伊方発電所の概要（全体配置）

132°18′39″東経

33°29′27″北緯
3号機

132°18′31″東経

33°29′26″北緯
2号機

132°18′31″東経

33°29′29″北緯
1号機

炉心位置

Ｎ(真北)

原子炉
補助建屋

原子炉建屋

Ｙ

Ｘ

ＰＮ(Plant North)

真北と磁北の差
:6度29分20秒

（３号機建設時）

TNMN

180
原子炉

補助建屋

180原子炉建屋

真北と建屋(Ｙ)
の角度（°）

真北と３号機各建屋のＹ方向の角度
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新耐震指針に照らした耐震安全性評価の流れ

地質調査の実施・活断層の評価地質調査の実施・活断層の評価

震源を特定せず
策定する地震動
震源を特定せず
策定する地震動

基準地震動Ｓｓの策定

施設等の耐震安全性評価

敷地ごとに震源を特定して
策定する地震動

敷地ごとに震源を特定して
策定する地震動

検討用地震の選定検討用地震の選定

断層モデルを用いた
手法による地震動評価
断層モデルを用いた
手法による地震動評価

応答スペクトルに
基づく地震動評価
応答スペクトルに
基づく地震動評価

基準地震動Ｓｓ基準地震動Ｓｓ

地
震
動
の
超
過
確
率

地
震
動
の
超
過
確
率

参照

安全上重要な建物・構築物
の耐震安全性評価

安全上重要な建物・構築物
の耐震安全性評価

安全上重要な機器・配管系
の耐震安全性評価

安全上重要な機器・配管系
の耐震安全性評価

重要度分類重要度分類

新
潟
県
中
越
沖
地
震
を
踏
ま
え
た
耐
震
安
全
性
評
価
に
反
映
す
べ
き
事
項

新
潟
県
中
越
沖
地
震
を
踏
ま
え
た
耐
震
安
全
性
評
価
に
反
映
す
べ
き
事
項

安全上重要な機器・配管系
の耐震安全性評価

安全上重要な機器・配管系
の耐震安全性評価
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１．基本方針

２．原子炉建屋等の地震応答解析モデル

３．原子炉建屋等の耐震安全性評価結果

Ⅱ章 安全上重要な建物・構築物の耐震安全性評価
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１．基本方針

２．原子炉建屋等の地震応答解析モデル

３．原子炉建屋等の耐震安全性評価結果

Ⅱ章 安全上重要な建物・構築物の耐震安全性評価



8

伊方発電所 配置図

３号機 原子炉建屋

３号機 原子炉補助建屋

評価対象建屋

Ｎ(真北)

原子炉
補助建屋

原子炉建屋

Ｙ

Ｘ

ＰＮ(Plant North)
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基準地震動Ｓｓ

基礎底面レベルに基準地震動を直接入力

地震応答解析

耐震壁の
せん断ひずみ算定

評価基準値(2.0×10-3)
を超えないことを確認

原子炉建屋 ：EL.+2.6m
原子炉補助建屋 ：EL.+0.3m

Vs=2.6km/s相当の解放基盤表面(EL.+10m)で
基準地震動Ｓｓを定義

評価方針（評価フロー）

基準地震動Ssに対する安全上重要な施設の安全機能の保持の観点から評価を実施する。
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基準地震動Ｓｓの概要（加速度応答スペクトル）

水平方向 鉛直方向

基準地震動Ｓｓ－１

基準地震動Ｓｓ－２ＮＳ

基準地震動Ｓｓ－２ＥＷ

基準地震動Ｓ２

基準地震動Ｓｓ－１

基準地震動Ｓｓ－２ＵＤ
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基準地震動Ｓｓ（加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル）
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基準地震動Ｓｓ－１（応答スペクトルに基づく手法）
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基準地震動Ｓｓ－２（断層モデルを用いた手法）
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１．基本方針

２．原子炉建屋等の地震応答解析モデル

３．原子炉建屋等の耐震安全性評価結果

Ⅱ章 安全上重要な建物・構築物の耐震安全性評価
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構 造：鉄筋コンクリート造および鉄骨造（一部鉄骨鉄筋コンクリート造）
基 礎：厚さ約9.0m（一部7.4m），直接岩盤上に設置
平面形状：62.2m（EW方向）× 79.9ｍ（NS方向）
高 さ：基礎版底面から約83ｍ
建屋構成：原子炉格納施設（原子炉格納容器，外周コンクリート壁及び内部コンクリート），原子炉周辺

補機棟及び燃料取扱棟を同一基礎版上に設置

平面図（EL.+24.0m） 断面図

燃料取扱棟

内部コンクリート

原子炉格納容器

外周コンクリート壁

原子炉周辺補機棟

62.2m

7
9
.
9
m

 
Ｓ 

Ｎ 

Ｓ 
WE 

原子炉建屋の概要

79.9m

内部コンクリート

原子炉格納容器

外周コンクリート壁

原子炉周辺補機棟

燃料取扱棟

EL.+32.3m

EL.+24.0m

EL.+17.0m

EL.+10.0m

EL.+ 2.6m
EL.+ 0.6m

EL.+10.0m

EL.+46.8m

EL.+39.5m

EL.+32.3m

EL.+83.359m
EL.+80.7225m

EL.+60.689m

EL.+54.8m

 GL 
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原子炉建屋の使用材料

コンクリート 9.75×103

せん断弾性係数
Ｇ

(N/mm2)

鋼材

鉄筋

ＳＳ４００，ＳＭ４９０Ａ相当
（ＳＳ４１，ＳＭ５０Ａ）

ＳＤ３４５相当
(ＳＤ３５)

26.5
(270kg/cm2)

設計基準強度
Ｆｃ

(N/mm2)

2.34×104

ヤング係数
Ｅ

(N/mm2)

0.2

ポアソン比
ν

24

単位体積重量※

γ
(kN/m3)

※鉄筋コンクリートの値を示す。
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原子炉建屋の地震応答解析モデル（水平方向）

   

(C/V) 

(O/S) 

(FH/B) 

(I/C) 

(S/G) 

(RE/B)) 

原子炉格納容器
(C/V)

蒸気発生器
(S/G)

内部コンクリート
(I/C)

外周コンクリート壁
(O/S)

原子炉周辺補機棟
(RE/B)

燃料取扱棟
(FH/B)

：質点

：節点

：鉛直部材番号

：水平部材番号

：回転部材番号

○多軸多質点系スウェイ・ロッキングモデル
・設計時のモデルを基に、最新の規格・基準等を反映

したモデル

○建屋底面の地盤ばね(水平・回転)
・JEAG4601-1991による近似地盤ばね

○建屋の減衰
・モード減衰（ひずみエネルギー比例型）
・減衰定数 鉄筋コンクリート造部 ：5％

鉄骨造部 ：2％
原子炉格納容器 ：1％
蒸気発生器 ：3％

○非線形特性（JEAG4601-1991）
・鉄筋コンクリート造耐震壁の非線形復元力特性
・鉄骨造（筋かい、ラーメン架構）の非線形復元力特性
・基礎の浮上りによる地盤の回転ばねの幾何学的非線形
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原子炉建屋の地震応答解析モデル諸元（水平方向）

EW方向 NS方向 EW方向 NS方向 EW方向 NS方向 EW方向 NS方向

1    83.359 203.20 1 30    31.5   210.70 30

2    80.232 545.34 2 31    29.2218 97.30 31

3    76.685 834.35 3 32    25.9721 302.40 32

4    72.036 1256.42 4 33    24.1058 32.20 33

5    66.585 1730.56 5 34    23.16  122.90

6    60.689 2347.23 6 35    80.71  15.60 35

7    56.1   1828.58 7 36    78.03  120.50 36

8    51.45  1918.37 8 37    70.7   203.40 37

9    46.8   2560.46 9 38    60.689 216.00 38

10    39.55  3285.46 10 39    56.1   946.50 39

11    32.3   3512.46 11 40    50.02  365.70 40

12    24.0   2929.18 12 41    42.86  314.80 41

13    17.0   1815.73 13 42    35.7   361.80 42

45    16.2   5491.73 45 43    29.85  270.60 43

14    54.8   990.90 14 0.44487 0.01941 - - 44    24.0   316.90 44

15    46.8   1018.50 15 0.70049 0.04262 - - 基礎 48      6.7   111082.17

16    46.8   3156.55 16 69.94 88.95 6265.0 24950.0

17    39.5   3985.64 17 90.09 92.13 9372.0 27002.0

18    36.8   4034.80 18 134.25 134.66 16068.0 75050.0 251689.18

19    32.3   19578.34 19 409.07 401.38 179468.0 170230.0

20    24.0   26376.79 20 424.28 409.04 198162.0 208969.0

21    17.0   24835.59 21 435.01 425.51 212939.0 237159.0

22    38.0   1255.08 22 56.38 57.79 207.88 351.15 50

23    32.3   5346.64 23 3523.9 8190.6 51

24    24.0   7725.31 24 4802.0 10662.0 52

25    17.0   7543.70 25 15838.3 18577.7 53

26    41.7   99.50 26 54

27    38.4   276.60 27 55

28    35.6083 99.80 28 56

29    33.9104 126.90 29 57

3.5161×107(t･m2)

NS方向 5.4615×107(t･m2)

-

質　量
(t)

総 質 量

基礎質量
回転慣性

EW方向

C/V

部材
番号

143275.33

58.70

71.85 37597.23

2.80 1122.0  

2.80 1122.0  

2.80 1122.0  

44454.90

1122.0  

39491.78

  1.365

2.80

2.80 1122.0  

1122.0  

2.80 1122.0  

94.41

1.00   211.4  

85.68

48726.30

82.25

39491.78

42767.91

  0.365

22.97

36.14

46.52

28428.73

9251.97

17978.09

28.21

657.69

3595.91

RE/B
FH/B

77.83

77.83

89.10

204.90

377.21

部位
質点
番号

質点位置
EL+(m)

O/S

I/C
100.22  

131.15

133.12

95688.66

46134.12

質点位置
EL+(m)

(m2)
部材
番号

質点
番号

せん断断面積 断面2次モーメント

(m4)
質　量

(t)
部位

せん断断面積 断面2次モーメント

(m2) (m4)

回転ばね（kN･m/rad）

S/G-I/C

  1.32 3.74

  2.00 9.59

  2.00 9.59

水平ばね（kN/m）

水平ばね（kN/m）

  1.85 6.98 水平ばね（kN/m）

I/C-O/S 水平ばね（kN/m）

1.32       3.74

2.80

  511.0  

      9.84

1.40       3.98

1.40       3.98

10.60  

ばね定数

O/S-RE/B

NS方向

7.59×107

1.03×108

水平ばね（kN/m）

水平ばね（kN/m）

部材
番号

水平ばね（kN/m）

    54.34

-

S/G

S/G

EW方向

8.97×106

1.19×107

1.12×107

2.83×108

2.94×106

1.03×107

1.04×107

4.89×107

5.61×106

3.43×107

9.82×107

2.83×108

2.94×106

2.80×107
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原子炉建屋の地震応答解析モデル（鉛直方向）

  

25

原子炉格納容器
(C/V)

蒸気発生器
(S/G)

内部コンクリート
(I/C)

外周コンクリート壁
(O/S)

原子炉周辺補機棟
(RE/B)

燃料取扱棟
(FH/B)

：質点

：節点

：鉛直部材番号

○多軸多質点系モデル

○建屋底面の地盤ばね(鉛直)
・JEAG4601-1991による近似地盤ばね

○建屋の減衰
・モード減衰（ひずみエネルギー比例型）
・減衰定数 鉄筋コンクリート造部 ：5％

鉄骨造部 ：2％
原子炉格納容器 ：1％
蒸気発生器 ：1％
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原子炉建屋の地震応答解析モデル諸元（鉛直方向）

1    83.359 203.20 1 0.85 26    41.7   99.50 26 4.00

2    80.232 545.34 2 8.88 27    38.4   276.60 27 4.00

3    76.685 834.35 3 19.70 28    35.6083 99.80 28 3.70

4    72.036 1256.42 4 42.44 29    33.9104 126.90 29 2.64

5    66.585 1730.56 5 115.48 30    31.5   210.70 30 2.64

6    60.689 2347.23 6 143.70 31    29.2218 97.30 31 2.80

7    56.1   1828.58 7 164.50 32    25.9721 302.40 32 2.80

8    51.45  1918.37 8 171.35 33    24.1058 32.20 33 21.21

9    46.8   2560.46 9 178.19 34    23.16  122.90

10    39.55  3285.46 10 188.82 35    80.71  15.60 35 0.034

11    32.3   3512.46 11 155.65 36    78.03  120.50 36 0.352

12    24.0   2929.18 12 155.65 37    70.7   203.40 37 1.798

13    17.0   1815.73 13 409.80 38    60.689 216.00 38 5.60

45    16.2   5491.73 45 754.42 39    56.1   946.50 39 5.60

14    54.8   990.90 14 1.51 40    50.02  365.70 40 5.60

15    46.8   1018.50 15 2.13 41    42.86  314.80 41 5.60

16    46.8   3156.55 16 160.53 42    35.7   361.80 42 5.60

17    39.5   3985.64 17 253.89 43    29.85  270.60 43 5.60

18    36.8   4034.80 18 339.87 44    24.0   316.90 44 5.60

19    32.3   19578.34 19 740.31 基礎 48      6.7   111082.17

20    24.0   26376.79 20 762.48 251689.18

21    17.0   24835.59 21 796.60

22    38.0   1255.08 22 97.18

23    32.3   5346.64 23 200.43

24    24.0   7725.31 24 262.29

25    17.0   7543.70 25 266.23 34 1.72×107S/G-I/C 鉛直ばね（kN/m）

ばね定数
部材
番号

質　量
(t)

UD方向

-

-

総 質 量

I/C

RE/B
FH/B

部位
部材
番号

質点
番号

質点位置
EL+(m)

O/S

質　量
(t)

軸断面積

(m2)

C/V

軸断面積

(m2)

部材
番号

-

部位
質点
番号

質点位置
EL+(m)

S/G
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原子炉建屋の地盤ばね定数および減衰係数

地盤ばねの近似 底面回転ばねの幾何学的非線形特性

ωの1次式

ω1 振動数(ω)

地盤ばね

剛性

減衰係数

ω1：建屋ー地盤連成系モデルの1次固有振動数
0θ

0M

回転角θ

0K

0
023 MM ×
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛
-=

θ

θ

線形

⎜

転倒モーメント Ｍ Ｍ０：浮上り限界転倒モーメント
Θ０：浮上り限界回転角
Ｋ０：地盤の回転ばね定数

地盤ばね定数および減衰係数

ー

ー
5.208×107（kN･s/m）減衰係数

（kN/m）

（kN･m･ｓ/rad）

（kN･ m/rad）

（kN･s/m）

（kN/m）

ばね定数

減衰係数

ばね定数

減衰係数

ばね定数

4.041×1091.933×109

2.919×1073.040×107

回転
ばね

4.539×109

ー

UD方向NS方向EW方向

5.318×1012

3.573×109

ー

3.966×1012

3.646×109

原子炉建屋

鉛直
ばね

水平
ばね
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原子炉建屋の固有値解析結果

全体1次（NS）

全体1次（EW,UD）

備 考

32.710.03116.440.06117.740.0568

24.030.04214.410.06914.500.0697

23.860.0429.750.10313.860.0726

22.130.0458.940.1129.500.1055

17.800.0566.230.1608.100.1234

固有振動数

（Hz）

固有振動数

（Hz）

固有振動数

（Hz）

UD方向NS方向

固有周期

（s）

固有周期

（s）

固有周期

（s）

2

16.77

16.00

12.07

5.12

4.23

1.76

0.195

0.236

0.567

0.060

0.063

0.083

7.10

6.23

4.68

0.141

0.161

0.214

EW方向

3

1

次数
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MODE： 3  
T = 0.141s F = 7.10Hz
β×Umax = 4.004×100　（MASS-14)

MODE： 1  
T = 0.214s F = 4.68Hz
β×Umax = 2.084×100　（MASS-1)

MODE： 2  
T = 0.161s F = 6.23Hz
β×Umax = 1.817×100　（MASS-35)

MODE： 4  
T = 0.123s F = 8.10Hz
β×Umax = 3.382×100　（MASS-26)

  1 →
  35 →

  14 →

  26 →

原子炉建屋の刺激関数図（EW方向：1～8次）
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MODE： 3  
T = 0.195s F = 5.12Hz
β×Umax = 2.419×100　（MASS-1)

MODE： 1  
T = 0.567s F = 1.76Hz
β×Umax = 1.306×100　（MASS-14)

MODE： 2  
T = 0.236s F = 4.23Hz
β×Umax = 9.875×10-1　（MASS-15)

MODE： 4  
T = 0.160s F = 6.23Hz
β×Umax = 1.531×100　（MASS-35)

  14 →

  1 →
  35 →

  15 

原子炉建屋の刺激関数図（NS方向：1～8次）
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MODE： 3  
T = 0.060s F = 16.77Hz
β×Umax = -4.518×100　（MASS-26)

MODE： 1  
T = 0.083s F = 12.07Hz
β×Umax = 2.985×100　（MASS-1)

MODE： 2  
T = 0.063s F = 16.00Hz
β×Umax = 6.024×100　（MASS-26)

MODE： 4  
T = 0.056s F = 17.80Hz
β×Umax = -1.746×100　（MASS-35)

  1 →

  26 →

← 26

← 35

原子炉建屋の刺激関数図（UD方向：1～8次）
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構 造：鉄筋コンクリート造（一部鉄骨鉄筋コンクリート造）
基 礎：厚さ約3.0m，直接岩盤上に設置
平面形状：73.4m（EW方向）× 79.9ｍ（NS方向）
高 さ：約46ｍ

平面図（EL.3.3m） 断面図

7
9
.
9
m

73.4m

ディーゼル発電機 
支持架台 

 
Ｓ 

Ｎ 

Ｓ 
WE 

原子炉補助建屋の概要

79.9m

EL.+46.8m

EL.+39.5m

EL.+32.3m

EL.+24.0m

EL.+17.0m

EL.+10.0m

EL.+ 3.3m
EL.+ 0.3m GL
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原子炉補助建屋の使用材料

コンクリート 9.75×103

せん断弾性係数
Ｇ

(N/mm2)

鋼材

鉄筋

ＳＳ４００，ＳＭ４９０A相当
（ＳＳ４１，ＳＭ５０Ａ）

ＳＤ３４５相当
(ＳＤ３５)

26.5
(270kg/cm2)

設計基準強度
Ｆｃ

(N/mm2)

2.34×104

ヤング係数
Ｅ

(N/mm2)

0.2

ポアソン比
ν

24

単位体積重量※

γ
(kN/m3)

※鉄筋コンクリートの値を示す。
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○2軸多質点系スウェイ・ロッキングモデル
・設計時のモデルを基に、最新の規格・基準等を反映

○建屋底面の地盤ばね(水平・回転)
・JEAG4601-1991による近似地盤ばね

○建屋の減衰
・モード減衰（ひずみエネルギー比例型）

［鉄筋コンクリート造部：5％］

○非線形特性
・耐震壁の非線形復元力特性
・基礎の浮上りによる地盤の回転ばねの幾何学的非線形

原子炉補助建屋の地震応答解析モデル（水平方向）とモデル諸元

水平方向
 
 

：質点

：節点

：鉛直部材番号

原子炉補助建屋
(A/B)

ディーゼル発電機
支持架台(D/G)

水平方向

EW方向 NS方向 EW方向 NS方向

1     39.5   7443.36 1 99.3 72.3 10530.0 4930.0

2     32.3   24072.30 2 228.8 215.4 111550.0 141330.0

3     24.0   28234.44 3 342.5 291.2 160040.0 224440.0

4     17.0   39165.06 4 366.0 326.2 152610.0 196730.0

5     10.0   32566.88 5 408.3 464.5 190530.0 259700.0

6     10.3   3799.27 6 30.9 －※ 850.0 2.5

11(基礎)       1.12　 72326.59 7 114.3 78.6 5820.0 970.0

207607.90  ※:耐震壁として扱っていないためせん断剛性は考慮していない。

部材
番号

質点
番号

総質量

質点位置
EL+(m)

質　量
(t)

1.1232×105

3.4936×107

NS方向

4.5332×105

1.1651×107

1.4179×107

2.0861×107

1.6469×107

5.2971×104

3.5809×107

質量回転慣性

(t･m2)

せん断断面積

(m2)

断面2次モーメント

(m4)

EW方向

5.4309×105

1.0651×107

1.3683×107

1.7609×107

1.3269×107
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原子炉補助建屋の地震応答解析モデル（鉛直方向）とモデル諸元

鉛直方向
 
 

：質点

：節点

：鉛直部材番号

原子炉補助建屋
(A/B)

ディーゼル発電機
支持架台(D/G)

○2軸多質点系モデル
○建屋底面の地盤ばね(鉛直)

・JEAG4601-1991による近似地盤ばね

○建屋の減衰
・モード減衰（ひずみエネルギー比例型）

［鉄筋コンクリート造部：5％］

鉛直方向

1     39.5   7443.36 1

2     32.3   24072.30 2

3     24.0   28234.44 3

4     17.0   39165.06 4

5     10.0   32566.88 5

6     10.3   3799.27 6

11(基礎)       1.12　 72326.59 7

207607.90

551.51

断面積

(m2)

201.04

質点
番号

質点位置
EL+(m)

質　量
(t)

部材
番号

総質量

207.10

751.91

828.39

1015.64

37.10
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地盤ばねの近似 底面回転ばねの幾何学的非線形特性

ωの1次式

ω1 振動数(ω)

地盤ばね

剛性

減衰係数

ω1：建屋ー地盤連成系モデルの1次固有振動数
0θ

0M

回転角θ

0K

0
023 MM ×
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛
-=

θ

θ

線形

⎜

転倒モーメント Ｍ Ｍ０：浮上り限界転倒モーメント
Θ０：浮上り限界回転角
Ｋ０：地盤の回転ばね定数

地盤ばね定数および減衰係数

ー

ー

6.619×107（kN･s/m）減衰係数

（kN/m）

（kN･m･ｓ/rad）

（kN･ m/rad）

（kN･s/m）

（kN/m）

ばね定数

減衰係数

ばね定数

減衰係数

ばね定数

原子炉補助建屋

8.167×1096.662×109

3.651×1073.716×107

回転
ばね

UD方向

5.036×109

ー

ー

5.919×1012

4.022×109

EW方向

6.680×1012

3.987×109

NS方向

鉛直
ばね

水平
ばね

原子炉補助建屋の地盤ばね定数および減衰係数
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原子炉補助建屋の固有値解析結果

全体1次（EW,NS,UD）

備 考

32.490.03134.560.0298

29.920.03334.510.0297

27.200.03729.520.0346

21.200.04728.230.0355

58.410.01720.520.04923.230.0434

固有振動数

（Hz）

固有振動数

（Hz）

固有振動数

（Hz）

UD方向NS方向

固有周期

（s）

固有周期

（s）

固有周期

（s）

2

47.79

33.52

14.78

15.77

12.32

6.09

0.063

0.081

0.164

0.021

0.030

0.068

16.62

11.77

6.17

0.060

0.085

0.162

EW方向

3

1

次数
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MODE： 3  
T = 0.060s F = 16.62Hz
β×Umax = -5.647×10-1　（MASS-1)

MODE： 1  
T = 0.162s F = 6.17Hz
β×Umax = 1.507×100　（MASS-1)

MODE： 2  
T = 0.085s F = 11.77Hz
β×Umax = 3.274×10-1　（MASS-4)

MODE： 4  
T = 0.043s F = 23.23Hz
β×Umax = 6.498×10-1　（MASS-1)

  1 →

  4 →

  1 →   1 →

原子炉補助建屋の刺激関数図（EW方向：1～8次）
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MODE： 3  
T = 0.063s F = 15.77Hz
β×Umax = -5.355×10-1　（MASS-1)

MODE： 1  
T = 0.164s F = 6.09Hz
β×Umax = 1.560×100　（MASS-1)

MODE： 2  
T = 0.081s F = 12.32Hz
β×Umax = -4.558×10-1　（MASS-1)

MODE： 4  
T = 0.049s F = 20.52Hz
β×Umax = 7.271×10-1　（MASS-6)

  1 →   1 →

  6 →

  1 →

原子炉補助建屋の刺激関数図（NS方向：1～8次）
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原子炉補助建屋の刺激関数図（UD方向：1～4次）

MODE： 3  
T = 0.021s F = 47.79Hz
β×Umax = 7.757×10-1　（MASS-1)

MODE： 1  
T = 0.068s F = 14.78Hz
β×Umax = 1.575×100　（MASS-1)

MODE： 2  
T = 0.030s F = 33.52Hz
β×Umax = -1.054×100　（MASS-1)

MODE： 4  
T = 0.017s F = 58.41Hz
β×Umax = -3.436×10-1　（MASS-1)

  1 →   1 →

  1 →  1 →
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＜地震応答解析モデルに係る検討＞

［１］ 地震応答解析モデルの変更点に関する検討

［２］ 外周コンクリート壁ドーム部の剛性評価に関する検討

［３］ コンクリートの実強度を用いた場合の剛性評価への影響検討

［４］ 鉄筋コンクリート造部の減衰定数を５％としていることの検討
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＜地震応答解析モデルに係る検討＞

［１］ 地震応答解析モデルの変更点に関する検討
・既往評価におけるモデルに対して最新の知見及び基準等を反映したモデルに変更

していることから、モデル化に係る変更点及び応答性状への影響について検討。

［２］ 外周コンクリート壁ドーム部の剛性評価に関する検討
・地震応答解析モデルにおける外周コンクリート壁ドーム部の剛性評価について検討。

［３］ コンクリートの実強度を用いた場合の剛性評価への影響検討
・鉄筋コンクリート造部の剛性を評価する際にコンクリートの設計基準強度を用いているこ
とに関連して、実強度を用いた場合の剛性評価への影響を検討。

［４］ 鉄筋コンクリート造部の減衰定数を５％としていることの検討
・鉄筋コンクリート造部の減衰定数を５％としていることについて、建屋及び地盤それぞれ
のひずみエネルギーの比率に応じたモード減衰の算定、観測記録によるシミュレーション
解析により検討。
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［１］地震応答解析モデルの変更点

・非線形特性をJEAG4601-1991に基づき再評価。
・内部コンクリート及び原子炉周辺補機棟については新たに非線形特性を設定。

（３）

地盤ばねを「原子力発電所耐震設計技術指針」(日本電気協会JEAG4601-1991 追補版(以下｢JEAG4601-
1991｣）に基づき再評価。

（２）

・建屋モデルにおける内部コンクリート（I/C）周辺のモデル化については，重機器を別途ループ解析により評価する
こと等を踏まえ，蒸気発生器（S/G）のみを連成。また，SGウォール部については鋼板の剛性を反映。

・蒸気発生器及び原子炉格納容器の物性値を「発電用原子力設備規格 設計・建設規格(JSME)2005」に基づき
変更。

・コンクリートのヤング係数及びせん断弾性係数を「鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説」（1999年日本建築学
会）に基づき再評価。

（１）

反映事項項目

－

同左非線形特性を設定底面ばね
（３）

同左一部に非線形特性を設定耐震壁及び鉄骨
非線形特性

－同左考慮せず側面ばね

（２）同左水平及び回転ばねを考慮底面ばね
地盤のモデル化

同左ＲＣ：５％，Ｓ：２％減衰定数

同左耐震壁を考慮剛性評価

同左各種規準による値を採用材料物性 （１）

同左質点系多軸モデルモデル

建屋のモデル化

－同左基準地震動を直接入力入力地震動の算定法入力地震動

備考ＢＣモデル工認モデル内容項目
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③

②

①

備考

原子炉周辺補機棟

非線形
RC部：JEAG4601-1991
SC部：JEAG4618-2005

線形
内部コンクリート

JEAG4601-1991による近似地盤ばね
剛性－相加平均変位、荷重重み平均回転角に基づく評価

減衰－振動数に比例(減衰係数C一定)

JEAG4601-1987による近似地盤ばね
剛性－中心変位、中心回転角に基づく評価

減衰－25Hz以上では水平10%、回転5%一定値
地盤ばね

同左スウェイ・ロッキングモデル建屋－地盤相互作用

同左非線形特性を考慮地盤ばね

同左時刻歴応答解析解析手法

非線形
特性

Ｉ／Ｃ
モデル化

鋼構造設計規準(2005)鋼構造設計規準(1973)ヤング係数

同左耐震壁考慮範囲

機器

鉄骨

コンク
リート

非線形
ブレース構面：JEAG4601-1991

ラーメン構面：同左

非線形
ブレース構面：建築学会文献をもとに設定

ラーメン構面：漸増解析結果から設定

ＦＨ／Ｂ
鉄骨部

非線形
（JEAG4601-1991）

非線形
（JEAG4601-1987）

外周コンクリート壁
(ｼﾘﾝﾀﾞｰ部)

(鋼板コンクリート構造部分：ＳＧウォール部)
JEAG4618-2005を踏まえ，鋼板部分の剛性を考慮

(鋼板コンクリート構造部分：ＳＧウォール部)
鉄筋コンクリート構造の耐震壁同様に評価

Ｉ／Ｃ剛性評価

蒸気発生器をＩ／Ｃに連成
(他の重機器はＩ／Ｃ質点に質量として考慮)

蒸気発生器，原子炉容器，加圧器，
１次冷却材ポンプをＩ／Ｃに連成

重機器モデル

解
析
モ
デ
ル

同左(RC)5%，(S)2%，(機器)3%，1%減衰定数

発電用原子力設備規格 設計・建設規格

(JSME2005)

発電用原子力設備に関する構造等の技術基準
告示501号

ヤング係数

鉄筋コンクリート構造計算規準(1999)鉄筋コンクリート構造計算規準(1988)ヤング係数
（せん断弾性係数）

同左設計基準強度Fcコンクリート強度

材
料
物
性

基準地震動Ｓｓを直接入力基準地震動Ｓ２を直接入力入力地震動

ＢＣモデル工認モデル項 目

［１］地震応答解析モデルの変更点（地震応答解析条件）
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ＢＣモデルでは，最新の規格・基準等を基に建物・構築物、重機器の材料物性を再設定した結果、
ヤング係数またはせん断弾性係数で±約５％以内の変動である。

6.92×104

(水室部)
1.80×105

(水室部)

7.12×1041.85×105

7.39×1041.92×105蒸気発生器

7.54×1041.96×1057.32×1041.90×105原子炉格納容器

7.90×1042.05×1057.94×1042.06×105鉄 骨

9.75×1032.34×1041.03×1042.39×104コンクリート

G(N/mm2)E(N/mm2)G(N/mm2)E(N/mm2)

せん断弾性係数ヤング係数せん断弾性係数ヤング係数

ＢＣモデル工認モデル

［１］ ①材料物性
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蒸気発生器 

内部コンクリート

燃料取扱棟 

原子炉周辺補機棟 

外周コンクリート壁 
原子炉格納容器 

工認モデル 

原子炉容器
加圧器

一次冷却材ポンプ

  

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

22

23

24

25

26

80.71

44

43

42

41

40

39

38

37

36

22

23

24

25

1

4

5

6

7

8

9

10

11

12

外周コンクリート壁

内部コンクリート

燃料取扱棟

原子炉格納容器

45

35

45

EL (m)

78.03

70.7

60.689

56.1

50.02

42.86

35.7

29.85

24.0

16.2

27

28

29

30

31

33

34

1

2

13

45

2

3

13

45

EL (m)

83.359

80.232

76.685

72.036

66.585

60.689

56.1

51.45

46.8

39.55

32.3

24.0

17.0

16

17

18

19

20

21

14

15

16

17

18

19

20

21

14

15

EL (m)

54.8

46.8

39.5

48

10.0

 9.6

EL 6.7 m

 2.6

EL (m)

原子炉周辺
補機棟

50

51

52

53

:質点名

:鉛直部材

:水平部材

32

27

26

28

29

30

31

32

33

54

55

56

38.0

32.3

24.0

41.7

38.4

31.5

29.2218

33.9104

25.9721

35.6083

24.1058
23.16

46 46 46 47

:節点名

57

:回転部材

36.8

蒸気発生器

49

ＢＣモデル 

原子炉容器，一次冷却材ポン

プ質量を付加 

加圧器，一次冷却材ポンプ質

量を付加 

ＢＣモデルでは，固有周期が内部コンクリートの固有周期と近接し、重量の大きい蒸気発生器を連
成させ、その他の重機器は内部コンクリートの付加質量として考慮している。

［１］ ②重機器のモデル化
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ＢＣモデルの地盤ばねの剛性評価は、代表変位・回転角の取り方を、工認モデルでの底面中心の変
位・回転角から相加平均変位・荷重重み平均回転角に変更した結果、水平ばねで約２０％、回転
ばねで約５０％程度大きくなっている。

 ○相加平均変位（水平変位） ※図化の関係で，図では鉛直方向で記載

 
○荷重重み平均回転角（回転角）

5.318×10123.443×1012NS
方向

3.966×10122.583×1012EW
方向回転ばね定数

(kN･m/rad)

3.573×1092.951×109NS
方向

3.646×1093.027×109EW
方向水平ばね定数

(kN/m)

水平変位：
相加平均
変位

回転角：
荷重重み
平均回転角

水平変位：
基礎底面
中心の変位

回転角：
基礎底面
中心の回転角

代表変位・代表回転角

ＢＣモデル
（JEAG4601-

1991）

工認モデル
(JEAG4601-

1987)

［１］ ③地盤ばね（剛性）
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［１］ ③地盤ばね（減衰）

ＢＣモデルの地盤ばねの減衰評価は、工認モデルでの高次(25Hz以上)の減衰制限を外すとともに、
地盤ばねの減衰係数をモード減衰に等価な建屋の減衰マトリクスに後から組み込むよう変更している。

ひずみエネルギー比例型モード減衰定数 

Σ
 n

jＥn･ｈn
 

jＥB･ｈB＋jＥS･jｈS

 

jｈ’ ＝
Σ
 n

jＥn
 ＝

jＥB＋jＥS 

 

ここに，jＥB，jＥS：建物及び地盤ばねの j次の歪エネルギー 

     ｈB，jｈS：建物及び地盤ばねの j 次の減衰定数 

時刻歴応答解析 

振動アドミッタンス理論 

の近似法による 

動的複素剛性の実部 

KR(ω=0) 

地盤ばねの剛性 建物の剛性・質量 

固有振動数 (ω) 
建屋－地盤連成系の 

非減衰固有値解析 
減衰定数 

hB：建物（一定） 

RC 部:5%，鉄骨部:2% 

機器：3%、1% 

振動アドミッタンス理論 

による 

動的複素剛性の実部 

KＲ(ω) 

動的複素剛性の虚部 

KI(ω) 

 

モード減衰に等価な 

減衰マトリクス 

地盤ばねの減衰定数 

 

 

 

 

 

jｈS：地盤ばねのｊ次の 

減衰定数 

ただし 25Hz 以上では 

水平ｈS＝10% 

回転ｈS＝ 5% 

 

KIj：地盤ばねのｊ次の虚部

の値 

KRj：地盤ばねのｊ次の実部

の値 

jRjI

jRjI
Sj KK

KK
h

/

1)/(1 2 −+
=

⎥
⎦

⎤
⎢
⎣

⎡

SSSB

BSBB

CC
CC

  振動アドミッタンス 
理論の近似法による 
動的複素剛性の実部 

ＫR(ω=0) 

地盤ばねの剛性 建物の剛性・質量 

1 次固有円振動数 (ω1) 建屋－地盤連成系の
非減衰固有値解析 

減衰定数 
hB：建物（一定） 

RC 部:5%，鉄骨部:2% 
機器：3%，1% 

hS：地盤ばね(0%) 

振動アドミッタンス 
理論の近似法による 
動的複素剛性の虚部 

ＫI(ω1) 

モード減衰に等価な 
建屋の減衰マトリクス 

建屋－地盤連成系の 
減衰マトリクス 

時刻歴応答解析 

ひずみエネルギー比例型モード減衰定数 
 

SjBj

SSjBBj

n
nj

n
n

nj

j EE
hEhE

E

hE
h

＋

・＋・
＝

・

＝
∑
∑

 

 ここに，jEB，jES：建屋及び地盤ばねの j 次のひずみエネルギー

     hB，hS：建屋及び地盤ばねの減衰定数 
地盤ばねの 
減衰係数 

 
( )

1

1I
S

KC
ω

ω
＝  

=0

⎥
⎦

⎤
⎢
⎣

⎡

SSSB

BSBB

CC
CC

⎥
⎦

⎤
⎢
⎣

⎡
+

SSSSB

BSBB

CCC
CC

工認モデル ＢＣモデル
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jRjI

jRjI
Sj KK

KK
h

/

1)/(1 2 −+
=

【共通】 

jｈS：地盤ばねのｊ次の減衰定数 

【工認モデル】 

KRj：地盤ばねのｊ次の実部の値 

KIj：地盤ばねのｊ次の虚部の値 

 

ただし 25Hz 以上では 

水平ｈS＝10% 

回転ｈS＝ 5% の一定値 

【ＢＣモデル】 
KIj：地盤ばねのｊ次の虚部の値 
KRj：地盤ばねのω=0 での実部の値 

【ＢＣモデル】 

KRj：地盤ばねのω=0 での実部の値 

KIj：地盤ばねのｊ次の虚部の値 

 

地盤ばねの減衰係数Ｃｓの傾きと 

ｊ次の固有振動数ωj からＫIj を 

算定。 
jSjI CK ・ω=

5.013.9236.5516.445.0319.7938.6716.828

3.453.4432.9714.413.6715.9534.9015.277

5.532.3323.649.755.535.6422.289.896

5.802.1321.858.946.094.4120.208.985

1.121.4915.616.231.101.5913.766.134

5.001.2212.935.124.951.0111.665.193

2.021.0110.744.232.020.579.544.252

2.010.424.521.762.010.063.991.771

NS

5.802.7139.2917.746.1616.9439.3617.868

3.592.2233.6814.503.4111.0732.3514.847

5.112.1232.4813.865.169.9030.7814.156

5.091.4523.509.505.143.7020.549.545

4.991.2420.348.104.982.5217.728.254

3.141.0917.997.103.111.6915.287.123

1.120.9515.906.231.101.1213.126.122

4.970.7212.094.684.920.5510.174.751

EW

(%)(%)(%)(%)(%)(%)

回転水平回転水平

モード
減衰
定数

地盤ばねの
減衰定数

固有
振動数
(Hz)

モード
減衰
定数

地盤ばねの
減衰定数

固有
振動数
(Hz)

ＢＣモデル工認モデル

次数方向

ＢＣモデルのばね剛性及び減衰係数を用いて地盤－建屋連成系のひずみエネルギー比例型モード減
衰定数を算定し工認モデルと比較した結果、主要なモードのモード減衰定数はほとんど変化しないこ
とを確認。

［１］ ひずみエネルギー比例型モード減衰定数の比較
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・工認モデル及びＢＣモデルのＳ２入力による応答解析結果を比較し、モデルによる差異が小さいこ
とを把握。

・ＢＣモデルのＳ２及びＳｓ入力による応答解析結果を比較し、Ｓｓによる応答はＳ２による応答と同
等または最大で約３割大きい結果となっていることを把握。

ＥＷ方向 ＮＳ方向

(m/s2)

BCモデル(Ss)

BCモデル(S2)

工認モデル(S2)

(m/s2)

BCモデル(Ss)

BCモデル(S2)

工認モデル(S2)

［１］ 応答解析結果（最大応答加速度）
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＜地震応答解析モデルに係る検討＞

［１］ 地震応答解析モデルの変更点に関する検討
・既往評価におけるモデルに対して最新の知見及び基準等を反映したモデルに変更

していることから、モデル化に係る変更点及び応答性状への影響について検討。

［２］ 外周コンクリート壁ドーム部の剛性評価に関する検討
・地震応答解析モデルにおける外周コンクリート壁ドーム部の剛性評価について検討。

［３］ コンクリートの実強度を用いた場合の剛性評価への影響検討
・鉄筋コンクリート造部の剛性を評価する際にコンクリートの設計基準強度を用いているこ
とに関連して、実強度を用いた場合の剛性評価への影響を検討。

［４］ 鉄筋コンクリート造部の減衰定数を５％としていることの検討
・鉄筋コンクリート造部の減衰定数を５％としていることについて、建屋及び地盤それぞれ
のひずみエネルギーの比率に応じたモード減衰の算定、観測記録によるシミュレーション
解析により検討。
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-2.0 -1.5 -1.0 -0.5 0.0 0.5 1.0 1.5 2.0

ＦＥＭ(1次)

4.68Hz

質点系(1次)

4.82Hz

質点系(2次)

13.90Hz

ＦＥＭ(2次)

12.36Hz

刺激関数

・質点系モデルは、各層の全断面積を形状係数（κ＝２）で除して算出したせん断断面積を基にし
たせん断剛性、各層の断面形状に応じた断面２次モーメントを基に曲げ剛性を設定。

・質点系モデルと軸対称ＦＥＭモデルで固有値解析結果（固有振動数及び振動モード）が概ね一致
することを確認。

刺激関数軸対称ＦＥＭ質点系

［２］ 外周コンクリート壁（水平方向）の剛性評価
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軸対称ＦＥＭモデルを用いた自重解析により算定される節点変位及び荷重の関係を基にドーム部の
面外剛性を設定している。

質点系モデル軸対称ＦＥＭモデル

［２］ 外周コンクリート壁（鉛直方向）の剛性評価
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＜地震応答解析モデルに係る検討＞

［１］ 地震応答解析モデルの変更点に関する検討
・既往評価におけるモデルに対して最新の知見及び基準等を反映したモデルに変更

していることから、モデル化に係る変更点及び応答性状への影響について検討。

［２］ 外周コンクリート壁ドーム部の剛性評価に関する検討
・地震応答解析モデルにおける外周コンクリート壁ドーム部の剛性評価について検討。

［３］ コンクリートの実強度を用いた場合の剛性評価への影響検討
・鉄筋コンクリート造部の剛性を評価する際にコンクリートの設計基準強度を用いているこ
とに関連して、実強度を用いた場合の剛性評価への影響を検討。

［４］ 鉄筋コンクリート造部の減衰定数を５％としていることの検討
・鉄筋コンクリート造部の減衰定数を５％としていることについて、建屋及び地盤それぞれ
のひずみエネルギーの比率に応じたモード減衰の算定、観測記録によるシミュレーション
解析により検討。
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伊方３号機建設時に設置したモニタリング用供試体からの採取コア強度データを基に、剛性の変動
を評価した結果、ヤング係数は設計基準強度による剛性の１．１８倍であることを確認。

建屋剛性∝(Fc)1/3の
関係から算出

0.030.07×1042.77×104

（設計の1.18倍）
コンクリート剛性
（ヤング係数）

モニタリング用供試体
１年目試験結果

（２１データ）
0.083.3

43.8
（設計の1.66倍）

コンクリート強度
(Fc)

備考
変動係数

（標準偏差/平均値）

標準偏差
（N/mm2）

平均値
（N/mm2）

［３］ コンクリート剛性の変動
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※（）内は、BCモデルに対する比率

コンクリート剛性の変動を＋２０％と仮定した場合の固有値解析結果から、鉄筋コンクリート造の部
位が支配的なモードにおける固有振動数が最大で１割弱ほど大きくなることを確認。

(1.09)(1.10)(1.04)

35.54
32.71

18.01
16.44

18.36
17.748

(1.09)(1.01)(1.05)

26.16
24.03

14.60
14.41

15.28
14.507

(1.08)(1.09)(1.05)

25.83
23.86

10.60
9.75

14.61
13.866

(1.02)(1.08)(1.06)

22.54
22.13

9.66
8.94

10.11
9.505

(1.01)(1.00)(1.08)

18.05
17.80

6.25
6.23

8.76
8.104

(1.03)(1.09)(1.02)

17.29
16.77

5.59
5.12

7.27
7.103

(1.01)(1.00)(1.00)

16.23
16.00

4.24
4.23

6.24
6.232

(1.09)(1.00)(1.09)

13.13
12.07

1.76
1.76

5.12
4.681

剛性
＋20％

ＢＣ
モデル

剛性
＋20％

ＢＣ
モデル

剛性
＋20％

ＢＣ
モデル

Ｚ（ＵＤ）方向
固有振動数（Ｈｚ）

Ｙ（ＮＳ）方向
固有振動数（Ｈｚ）

Ｘ（ＥＷ）方向
固有振動数（Ｈｚ）

次数

［３］ 固有値解析結果
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＜地震応答解析モデルに係る検討＞

［１］ 地震応答解析モデルの変更点に関する検討
・既往評価におけるモデルに対して最新の知見及び基準等を反映したモデルに変更

していることから、モデル化に係る変更点及び応答性状への影響について検討。

［２］ 外周コンクリート壁ドーム部の剛性評価に関する検討
・地震応答解析モデルにおける外周コンクリート壁ドーム部の剛性評価について検討。

［３］ コンクリートの実強度を用いた場合の剛性評価への影響検討
・鉄筋コンクリート造部の剛性を評価する際にコンクリートの設計基準強度を用いているこ
とに関連して、実強度を用いた場合の剛性評価への影響を検討。

［４］ 鉄筋コンクリート造部の減衰定数を５％としていることの検討
・鉄筋コンクリート造部の減衰定数を５％としていることについて、建屋及び地盤それぞれ
のひずみエネルギーの比率に応じたモード減衰の算定、観測記録によるシミュレーション
解析により検討。
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［４］ ひずみエネルギー比例型モード減衰定数

C/V
(1%)

1.126.23
I/C

(5%)
4.998.104

FH/B
(2%)

C/V
(1%)

O/S
(5%)

支配的な部位
（材料減衰）

支配的な部位
（材料減衰）

O/S
(5%)

FH/B
(2%)

FH/B
(2%)

5.005.123.147.103

2.024.231.126.232

2.011.764.974.681

モード減衰定数
(%)

固有振動数
(Hz)

モード減衰定数
(%)

固有振動数
(Hz)

NS方向EW方向

次数

・各次モードの振動数に応じた地盤ばねの減衰定数を算定し、全体系の各次の振動数における建
屋及び地盤それぞれのひずみエネルギーの比率に応じたモード減衰（全体系のひずみエネルギー
比例型モード減衰定数）を算定。

・各次のモード減衰定数が、それぞれのモードにおいて支配的な部位の材料減衰の設定値とほぼ同
等の値であり、建屋各部位の材料減衰に比べて地盤の減衰の影響が小さい傾向が現れているこ
と（伊方発電所が硬質な岩盤に立地していることと整合的）を確認。
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＜地震の諸元＞
○平成13年(2001年)芸予地震
○発 生：平成13年3月24日
○規 模：マグニチュード6.7
○震源深さ：51km
○震央距離：80km

［４］ 観測記録を用いた検討

・平成１３年芸予地震時の観測記録（基礎版上
で約５０ｃｍ/ｓ２）を用いた検討を実施。
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(C/V) 

(FH/B) 

(I/C) 

(S/G) 

(RE/B)) 

原子炉格納容器
(C/V)

蒸気発生器
(S/G)

内部コンクリート
(I/C)

外周コンクリート壁
(O/S)

原子炉周辺補機棟
(RE/B)

燃料取扱棟
(FH/B)

基礎上端観測波 

   

25

原子炉格納容器
(C/V)

蒸気発生器
(S/G)

内部コンクリート
(I/C)

外周コンクリート壁
(O/S)

原子炉周辺補機棟
(RE/B)

燃料取扱棟
(FH/B)

基礎上端観測波 

地震応答解析モデル
(水平方向)

地震応答解析モデル
(鉛直方向)

・基礎版上の観測記録を入力としたＢＣモデルの応答解析（鉄筋コンクリート造部の減衰定
数として５％及び３％を設定）を実施。

・減衰定数５％と３％で応答解析結果に大きな違いは無いが、減衰定数を５％とした場合
の方が３％とした場合に比較してより観測記録を近似する傾向がある。

・建屋・地盤を含めた全体系の減衰の中で鉄筋コンクリート造部の減衰定数を５％と設定し
て支障が無い。

［４］ 検討内容
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検討に用いた地震計

NS方向

EW方向

記号 観測方向

EW方向

NS方向

鉛直方向

A
B

EL.+10m EL.+17m EL.+24m EL.+32m

EL.+38m EL.+55m EL.+61m EL.+81m EL.+83m

A

B

C

D

［４］ 原子炉建屋の地震観測位置
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(h=0.05)
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周期(s)

(h=0.05)

観測Ａ
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0
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0 10 20 30 40 50 60

時間(s)

最大加速度　56cm/s
2

加速度(cm/s2)

0
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200
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0.01 0.1 1 10

加速度(cm/s2)

周期(s)

(h=0.05)

観測Ａ

-100

-50

0

50

100

0 10 20 30 40 50 60

時間(s)

最大加速度　52cm/s2

加速度(cm/s2)

-100

-50

0

50

100

0 10 20 30 40 50 60

時間(s)

最大加速度　33cm/s
2

加速度(cm/s2)

ＥＷ方向 ＮＳ方向 ＵＤ方向

最大加速度
52cm/s2

最大加速度
56cm/s2

最大加速度
33cm/s2

［４］ 基礎版上の観測記録
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(m/s2) (m/s2) (m/s2)

解析結果(3%)
観測記録

解析結果(5%)

ＥＷ方向 ＮＳ方向 ＵＤ方向

［４］ 応答解析結果と観測記録 （最大応答加速度）
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［４］ 応答解析結果と観測記録 （床応答スペクトル：ＥＷ方向）

内部コンクリート（EL.+17m） 内部コンクリート（EL.+24m） 内部コンクリート（EL.+32m） 内部コンクリート（EL.+38m）

外周コンクリート壁（EL.+32m） 外周コンクリート壁（EL.+61m） 外周コンクリート壁（EL.+83m）

燃料取扱棟（EL.+55m） 原子炉格納容器（EL.+81m）
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［４］ 応答解析結果と観測記録 （床応答スペクトル：ＮＳ方向）

内部コンクリート（EL.+17m） 内部コンクリート（EL.+24m） 内部コンクリート（EL.+32m） 内部コンクリート（EL.+38m）

外周コンクリート壁（EL.+32m） 外周コンクリート壁（EL.+61m） 外周コンクリート壁（EL.+83m）

燃料取扱棟（EL.+55m） 原子炉格納容器（EL.+81m）
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［４］ 応答解析結果と観測記録 （床応答スペクトル：ＵＤ方向）

内部コンクリート（EL.+32m）

外周コンクリート壁（EL.+32m） 外周コンクリート壁（EL.+83m）

燃料取扱棟（EL.+55m） 原子炉格納容器（EL.+81m）
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１．基本方針

２．原子炉建屋等の地震応答解析モデル

３．原子炉建屋等の耐震安全性評価結果

Ⅱ章 安全上重要な建物・構築物の耐震安全性評価
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原子炉建屋の地震応答解析結果（ＥＷ方向）

最大応答加速度分布 最大応答せん断力分布 最大応答曲げモーメント分布
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原子炉建屋の地震応答解析結果（ＵＤ方向）
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原子炉建屋の地震応答解析結果（接地率）

100

3.14

2.01

87.6

3.14

3.92

NS方向

3.96最大転倒モーメント（×107 kN･m）

Ｓｓ－１

100接地率（%）

2.56浮上り限界モーメント（×107 kN･m）

2.22最大転倒モーメント（×107 kN･m）

Ｓｓ－２

72.6接地率（%）

2.56浮上り限界モーメント（×107 kN･m）

EW方向

JEAG4601-1991に基づき評価した接地率は、基礎浮上り非線形を考慮した地震応
答解析結果を用いることができる65%以上である。
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【鉛直地震力を考慮しない場合】【鉛直地震力を上向きに考慮※した場合】 【鉛直地震力を下向きに考慮※した場合】

※水平地震力と組み合わせる場合の鉛直地震力は、組み合わせ係数法(組み合わせ係数0.4)により考慮する。

原子炉建屋の地震応答解析結果（接地圧：Ss-1）

ＥＷ方向
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【鉛直地震力を考慮しない場合】【鉛直地震力を上向きに考慮※した場合】 【鉛直地震力を下向きに考慮※した場合】

接地圧は、地盤の短期許容支持力（7840kN/m2）に対して十分な余裕がある。

ＮＳ方向
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【鉛直地震力を考慮しない場合】【鉛直地震力を上向きに考慮※した場合】 【鉛直地震力を下向きに考慮※した場合】

※水平地震力と組み合わせる場合の鉛直地震力は、組み合わせ係数法(組み合わせ係数0.4)により考慮する。
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ＥＷ方向

接地圧は、地盤の短期許容支持力（7840kN/m2）に対して十分な余裕がある。

ＮＳ方向

原子炉建屋の地震応答解析結果（接地圧：Ss-2）
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原子炉建屋の耐震安全性評価結果

O/S 部材0.17×10-3O/S 部材0.22×10-3Ｓｓ－2
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最大応答せん断
ひずみ

ＮＳ方向ＥＷ方向

基準地震動
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耐震壁の最大応答せん断ひずみは、0.63×10-3であり、評価基準値（2.0×10-3）を
超えない。
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原子炉補助建屋の地震応答解析結果（接地率）

100

2.71

1.88

91.8

2.71

3.15

NS方向

3.43最大転倒モーメント（×107 kN･m）

Ｓｓ－１

97.5接地率（%）

2.49浮上り限界モーメント（×107 kN･m）

2.61最大転倒モーメント（×107 kN･m）

Ｓｓ－２

81.1接地率（%）

2.49浮上り限界モーメント（×107 kN･m）

EW方向

JEAG4601-1991に基づき評価した接地率は、基礎浮上り非線形を考慮した地震応
答解析結果を用いることができる65%以上である。
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ＥＷ方向

接地圧は、地盤の短期許容支持力（7840kN/m2）に対して十分な余裕がある。

ＮＳ方向

原子炉補助建屋の地震応答解析結果（接地圧：Ss-1）
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58.6m
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69.5m
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3.9m

【鉛直地震力を考慮しない場合】【鉛直地震力を上向きに考慮※した場合】 【鉛直地震力を下向きに考慮※した場合】

ＥＷ方向

接地圧は、地盤の短期許容支持力（7840kN/m2）に対して十分な余裕がある。

ＮＳ方向

原子炉補助建屋の地震応答解析結果（接地圧：Ss-2）
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原子炉補助建屋の耐震安全性評価結果

耐震壁の最大応答せん断ひずみは、最大で0.84×10-3であり、評価基準値
（2.0×10-3）を超えない。

※(NS方向 部材6）は，耐震壁として扱っていない。
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Ⅲ章 安全上重要な機器・配管系の耐震安全性評価

１．基本方針

２．床応答スペクトル

３．減衰定数

４．応答倍率法による評価

５．評価基準値

６．機器・配管系の耐震安全性評価結果

７．今後の予定
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３．減衰定数

４．応答倍率法による評価

５．評価基準値

６．機器・配管系の耐震安全性評価結果

７．今後の予定
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基準地震動Ｓｓに対する耐震設計上重要な機器・配管系

の安全機能の保持の観点から耐震安全性の評価を実施

【評価対象】

○中間報告においては，伊方３号機耐震Ｓクラス設備のうち
以下の主要な施設（注）

炉内構造物，制御棒(挿入性)，蒸気発生器，一次冷却材管，
余熱除去ポンプ，余熱除去設備配管，原子炉容器，
原子炉格納容器

【評価項目】

○構造強度評価
○動的機能維持評価（制御棒挿入性）

（注）なお，「伊方発電所３号機「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」の改訂に伴う耐震安全性
評価結果 報告書」（平成21年2月2日提出済）では，中間報告で報告した設備も含む全ての耐震Ｓク
ラス設備の耐震安全性評価，ＢクラスおよびＣクラス設備のうち必要なものについて，その破損によ
るＳクラス設備への波及的影響の評価を実施している。

評価方針
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原子炉を「止める」，「冷やす」，放射性物質を「閉じ込め
る」といった安全上重要な機能を有する耐震Ｓクラスの主要
な設備

「止める」

・炉内構造物

・制御棒（挿入性）

「冷やす」

・蒸気発生器

・一次冷却材管

・余熱除去ポンプ

・余熱除去設備配管

「閉じ込める」

・原子炉容器

・原子炉格納容器

タービン 発電機

復水器

放水口

取水口
（海水）

蒸気

水

加圧器

燃料

一次冷却材ポンプ

原子炉
補助建屋

評価対象（伊方３号機）
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評価部位

評価対象設備の耐震安全性を確認する観点から重要な

評価部位について，既往評価結果（工認時の耐震計算

書）を参考に選定した。
さらに，評価部位のうち，最も耐震裕度が小さい箇所

を代表評価部位として選定し，評価している。
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原子炉建屋

⑦原子炉格納容器

②蒸気発生器

③一次冷却材管

⑥余熱除去設備配管

①原子炉容器

⑤余熱除去
ポンプ

炉心そう

原子炉格納容器

原子炉容器支持構造物

原子炉建屋

原子炉建屋

基礎ボルト

炉内構造物

原子炉容器

制御棒挿入性

蒸気発生器

蒸気発生器支持構造物

④炉内構造物

余熱除去ポンプ

⑧制御棒（挿入性）

１次冷却材管

1次冷却材管

評価対象設備および評価部位

原動機取付
ボルト
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蒸気発生器支持構造物（評価部位）

[材質：SM50B(炭素鋼)]

一次冷却ループ（評価対象設備）概略図 原子炉容器支持構造物（評価部位）

[材質：SFVQ1A(低合金鋼)]

一次冷却材管本体（評価部位）

[材質：SCS14A(ステンレス鋼)]

工認評価結果における耐震裕度最小箇所

②蒸気発生器

①原子炉容器

③一次冷却材管

○一次冷却ループ関係

評価対象設備および工認時解析モデル（１／８）
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地震応答解析モデル図（地盤－建物・構築物－機器・配管連成モデル）

○一次冷却ループ関係

評価対象設備および工認時解析モデル（２／８）
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炉内構造物（評価対象設備）鳥瞰図

炉心そう（評価部位）

[材質：SUS304(ステンレス鋼)] 地震応答解析モデル図

工認評価結果における耐震裕度最小箇所④炉内構造物

評価対象設備および工認時解析モデル（３／８）
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余熱除去ポンプ（評価対象設備）概略図

基礎ボルト

[材質：SS41(炭素鋼)]

ポンプ取付ボルト

工認評価結果における耐震裕度最小箇所

⑤余熱除去ポンプ

評価対象設備および工認時解析モデル（４／８）

原動機取付ボルト※

[材質：SS41(炭素鋼)]

※：参考までに，ポンプ本体を除く
支持構造物の評価部位を示す。
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余熱除去設備配管（評価対象設備）系統図

工認評価結果における耐震裕度最小箇所を含む解析ブロック
⑥余熱除去設備配管

評価対象設備および工認時解析モデル（５／８）
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地震応答解析モデル図（ブロック⑫）

工認評価結果における耐震裕度最小箇所

[配管材質：SUS316TP(ステンレス鋼)]

⑥余熱除去設備配管

評価対象設備および工認時解析モデル（６／８）
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ﾘﾝｸﾞｶﾞｰﾀﾞ

弾性充てん材

原子炉格納容器ポーラクレーン

Ｅ点（固定点）

Ａ点

Ｂ点

Ｃ点

Ｄ点

原子炉格納容器本体（評価部位）

[材質：SGV49(炭素鋼)]

⑦原子炉格納容器 工認評価結果における耐震裕度最小箇所

評価対象設備および工認時解析モデル（７／８）
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制
御
棒
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ス
タ
案
内
管

燃
料
集
合
体

下部ノズル

制御棒案内管(シンブル)

上部ノズル

上部炉心板

上部炉心支持板

制御棒クラスタ

スパイダ

原子炉容器ふた

駆動軸

ハウジング

制
御
棒
ク
ラ
ス
タ
駆
動
装
置

制
御
棒
ク
ラ
ス
タ
挿
入
時
間
t

（秒）

計算式

Ｍ・d2X/dt2＝Ｍ・g－
（Ｆf＋Ｆv＋Ｆm＋Ｆu）

流体による抗力（Ｆf）

地震外力による抗力（Ｆv）

メカニカル抗力（Ｆm）

浮力（Ｆu）

質量（Ｍ）

流体摩擦抗力，形状による抗力

制御棒クラスタ駆動装置による抗力，
制御棒クラスタ案内管による抗力，
燃料集合体による抗力

制御棒クラスタ駆動装置による抗力，
制御棒クラスタ案内管による抗力，
燃料集合体による抗力

⑧制御棒クラスタ

燃料集合体および制御棒クラスタ概要図

制御棒クラスタの挿入経路の概要

制御棒クラスタ挿入時間計算式（諸抗力との関係）

制御棒クラスタ本体

[材質：SUS304(ステンレス鋼)]

[制御材：Ag-In-Cd合金]

評価対象設備および工認時解析モデル（８／８）
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水平：0.063※２

：0.035
：0.270

鉛直：水平に同じ※１

制御棒（挿入性）

水平：0.161
鉛直：0.060 

原子炉格納容器

水平：0.085
鉛直：水平に同じ※１余熱除去設備配管

水平：0.033以下
鉛直：0.033以下

余熱除去ポンプ

水平：0.112
鉛直：0.070

一次冷却材管

水平：0.053
鉛直：水平に同じ※１炉内構造物

水平：0.112
鉛直：0.070

蒸気発生器

水平：0.053
鉛直：水平に同じ※１原子炉容器

固有周期（秒）評価対象設備（項目）

※１ 中間報告時の耐震安全性評価では，水平と同じ固有周期を用いている。
※２ 上段：制御棒クラスタ駆動装置

中段：制御棒クラスタ案内管
下段：燃料集合体

中間報告評価対象設備（伊方３号機）の固有周期
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評価方法

基準地震動Ｓｓにより設備に加わる地震力と内圧等によって部材に発生する
力（発生値）が材料の許容される強度（評価基準値）以下であることを確認

構造強度評価

地震時の制御棒の挿入時間が，規定時間（評価基準値）以下であることを
確認

動的機能維持評価（制御棒挿入性）
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建屋地震応答解析

床応答スペクトルの算定

応答倍率法による評価

発生値が評価
基準値以下か

詳細評価（スペクトルモーダ
ル解析法等による評価）

詳 細 検 討 評 価 終 了

発生値が評価
基準値以下か

ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＮＯ

ＮＯ

既往評価結果（工認時の耐震計算書）

○地震時発生値評価結果

○工認時の床応答スペクトル

中間報告
は全てこの
フローで評
価終了

中間報告における耐震安全性評価の流れ
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荷重の組合せ（中間報告）

中間報告においては，「通常運転時に生じる荷重」および「運転時の異常な過
渡変化時に生じる荷重」と基準地震動Ｓｓによる地震力を組合せて評価する。

伊方発電所における基準地震動Ｓs-1の年超過確率は，概ね１０－５／
年から１０－６／年である。 （図－１参照）
「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－１９８４」における
運転状態と地震動との組合せに関する記載の中で，基準地震動Ｓ２の
発生確率は５×１０－４～１０－５／年としている。 （図－２参照）
ＪＥＡＧ４６０１－１９８４の考え方に基づけば，ＪＥＡＧ４６０１－１９８４
にて想定しているＳ２の発生確率よりも伊方発電所における基準地震動
Ｓs-1の年超過確率が小さいことから，これまでの工事計画認可におい
て実績のある荷重組合せの考え方が適用できると考えている。
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1.0E-3　一様ハザードスペクトル

1.0E-4　一様ハザードスペクトル

1.0E-5　一様ハザードスペクトル

1.0E-6　一様ハザードスペクトル

基準地震動Ｓｓ－１Ｈ（水平方向）

伊方発電所におけるSs-1の年超過確率

図－１ 設計用応答スペクトルSs-1の年超過確率（水平方向）
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運転状態と基準地震動Ｓsとの組合せの確率的評価

図－２ 運転状態と地震動との組合せの確率的評価

（原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－１９８４ P.38より引用）

※図中の基準地震動Ｓ２は，
基準地震動Ｓsと読み替える。

５×１０－４～１０－５／年
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本報告（補正）に際しては，先述の組合せに加えて，「事故時に生じる荷重」の
発生確率と継続時間および地震動の年超過確率の関係を踏まえ，必要に応
じて，「事故時に生じる荷重」については弾性設計用地震動Ｓdとの組合せを
考慮した評価を実施する。

荷重の組合せ（今後の予定）

伊方発電所における弾性設計用地震動Ｓdの年超過確率は，概ね
１０－４／年程度である。 （図－３参照）
「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－１９８４」における
運転状態と地震動との組合せに関する記載の中で，基準地震動Ｓ１の
発生確率は１０－２～５×１０－４／年としている。 （図－４参照）
ＪＥＡＧ４６０１－１９８４の考え方に基づけば，ＪＥＡＧ４６０１－１９８４
にて想定しているＳ１の発生確率よりも伊方発電所における弾性設計用
地震動Ｓdの年超過確率が小さいことから，これまでの工事計画認可に
おいて実績のある荷重組合せの考え方が適用できると考えている。
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伊方発電所におけるＳdの年超過確率
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1.0E-3　一様ハザードスペクトル

1.0E-4　一様ハザードスペクトル

1.0E-5　一様ハザードスペクトル

図－３ 弾性設計用地震動Ｓdの年超過確率（水平方向）



97

運転状態と弾性設計用地震動Ｓdとの組合せの確率的評価

図－４ 運転状態と地震動との組合せの確率的評価

（原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－１９８４ P.38より引用）

※図中の基準地震動Ｓ１は，弾性
設計用地震動Ｓdと読み替える。

１０－２～５×１０－４／年
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【参考】弾性設計用地震動Ｓdの設定
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弾性設計用地震動Sdの時刻歴波形(Sd-H)弾性設計用地震動Sdの応答スペクトル

【弾性設計用地震動Sd】
基準地震動Ssによる安全機能保持をより確実なものと

する観点から，弾性設計用地震動Sdと基準地震動Ssの
比率（Sd／Ss）を0.5とするが，旧耐震指針における基準
地震動S1（最大加速度振幅221cm/s2）の応答スペクトル
を下回らないよう配慮することとし，弾性設計用地震動Sd
は応答スペクトルに基づく手法による基準地震動Ss-1H
に0.6を乗じた地震動で代表する。

弾性設計用地震動Sdの応答スペクトルおよび時刻歴波
形を示す。
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